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一般社団法人日本技術者教育認定機構 

2014 年度事業報告 

（2014 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月 31 日まで） 

1. 事業報告 

 

1.1 定時社員総会・理事会 

1.1.1 定時社員総会 

2014 年度定時社員総会を 2014 年 5 月 26 日に開催した。出席社員数は正会員総数 69 団体 

中 64 団体であった。2013 年度事業報告に続き、2013 年度の計算書類が承認され、また、交 

替に伴う新役員等候補者の紹介があり、全会一致で原案通り承認可決された。定時社員総会 

終了後には前年度と同様、2013 年度新規認定プログラムのうち、希望のあった 4 プログラム 

に対する認定証授与式を行った。 

 

1.1.2 理事会 

通常理事会は 2014 年 4 月 25 日、2015 年 1 月 28 日、3 月 9 日に開催し、年度中に 3 回の

通常理事会を開催した。 

 

1.2 事業活動 

1.2.1 委員会等活動 

(1)各委員会の開催 

各業務別部門に設置した認定事業委員会、広報・啓発委員会、国際委員会、専門職大

学院認証評価委員会、その他専門委員会、部会及び WG を開催した。2014 年度の各委員

会の活動については付表・資料に報告する。 

(2)運営会議、拡大運営会議の開催 

理事会からの付託事項等を審議、調整し業務遂行を所掌する運営会議を 1 回、また各 

認定分野との連携を強化し JABEE の中期、長期戦略を練ることを目的に運営会議の下に 

設置した拡大運営会議を 2 回開催し、各学協会との情報共有に努めた。 

 

1.2.2.認定事業 

(1)認定会議 

2014 年度の認定会議を 2015 年 2 月 28 日（土）に開催した。議長、委員 8 名、オブザ

ーバー5 名、および審査・調整結果報告者として認定・審査調整委員会委員長が出席し

た。なおアドバイザーは欠員となった。2014 年度の認定会議は、事前に行われた認定・

審査調整委員会と同様の個別審議を繰り返すのではなく、2013 年度と同様に、より高い

視点から審議の妥当性、正当性を判定することを目的に、理事会が専門分野から選任し

た委員 5 名に加え、議長が推薦し理事会が承認した認定・審査に通暁した JABEE 経験委

員 3 名の構成とした。認定・審査調整委員会委員長より、当年度の調整・審議のプロセ

スとその過程での議論等の報告、および認定可否提案が行われ、全プログラムを５グル

ープに分けて質疑応答と審議を行った結果、認定・審査調整委員会の可否案を異議なく
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承認した。その後、当年度の認定審査結果と国際的な動き等を踏まえて、今後の認定審

査の在り方等について意見交換を行った。 

 

(2)認定審査 

2014 年度は、7 教育機関の学士課程 12 プログラムを新規に認定し、認定継続審査、変

更時審査および中間審査を含め合計 113 プログラムを認定した。 

認定種別の内訳は、エンジニアリング系学士課程 106、ソウル協定情報専門系学士課程

5、建築系学士修士課程 2 プログラムであった。エンジニアリング系学士課程プログラム

には、JABEE 初の海外プログラム認定（下記(4)）が含まれる。また、2013 年度に新設さ

れた予備審査を初めて実施し、４プログラムが暫定認定となった。 

2013 年度より、認定可否の決定時期を早めた審査スケジュールとしたが、2014 年度もそ

のスケジュールに従って 2015 年 2 月 28 日の認定会議で認定の可否および認定期間を審

議、決定し、3 月 9 日の通常理事会で承認した。昨年度と同様に、認定可否の内定通知

を認定会議の結果を受けて 3 月初旬に各受審プログラムに送付し、新規認定プログラム

を上記理事会の直後に JABEE のウェブサイトで公表した。 

審査の結果、前回審査での指摘を受けて着実に改善を進めているプログラムが多数認め

られたが、全く改善が進んでいない、あるいは却って悪化しているプログラムが散見さ

れた。加えて、プログラム全体の改善が進む中で審査の水準が高くなっている傾向にあ

ることから、前回の審査で基準を満たしているとした項目でも、今回の審査で改善を求

められた例が相当数認められた。この状況を踏まえて、継続的改善のための施策の具体

化が今後に向けての課題の１つに挙げられた。 

 

 (3)審査員研修 

2014 年度の審査員及びオブザーバーを対象とした審査員研修会を、１泊研修、日帰

り研修各 2 回の計 4 回開催し、審査員・オブザーバーの総数約 430 名の 65%にあたる約

280 名が参加した。内、日帰り研修参加者は約 150 名、1 泊研修参加者は約 130 名であ

った。また、審査長の 82%、および審査員の 72%がいずれかの研修会に参加した。ただ

し、審査長のうち 1 泊研修会に参加できたのは約 50%であり、例年に比較すると高い参

加率ではあったものの、目標の全員参加にはまだ遠い状況であった。 

研修会には、JABEE 会長以下、認定・審査調整委員会、基準委員会の委員の多数が参加

し、懇親会も含めて参加者間の理解を深めることができた。 

 

(4)認定事業の推進 

・海外プログラムの認定 

2014 年度は、JABEE 設立以来、初めて海外の技術者教育プログラムを審査し、インド

ネシアのボゴール農科大学の農業工学分野プログラム（エンジニアリング系学士課程）

を認定した。これは、JABEE が昨年 11 月に受注した JICA のインドネシアエンジニアリ

ング教育認定機構（IABEE）設立支援事業の一環として、IABEE の試行審査を兼ねて実

施した。2015 年度以降も同様に IABEE の試行審査を兼ねてインドネシアのプログラム

の審査が予定されている。 
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・一斉審査方式による審査の実施 

昨年度に実施方法と審査料を定めた一斉審査方式による審査を、教育機関の意向を確

認したうえで一部の認定継続審査で初めて実施した。本方式は教育機関内の複数プログ

ラムを 1 つの「審査団」が「審査団長」のもとでまとまって審査する方式で、審査団

長は審査全体の取りまとめに加え、全プログラムの共通部分の審査も行う。審査団長に

は大きな負担がかかることから、次年度はできる限り副審査団長を加えることにした。

また、審査を効率化して受審校と審査チームの負荷を低減し、同一校のプログラム間の

判定の整合性を高めるという一斉審査方式の目的を達成するために、更なる改善を進め

ることにした。 

 

・予備審査の実施 

2013 年度から予備審査制度の適用を開始したが、2013 年度は申請がなかったため、

本年度が初の実施となった。 

この制度は認定を計画しているプログラムが準備開始後の早い段階で「予備審査」を行

い、予備審査のために定められた要件を満たす場合は「暫定認定」プログラムとして公

表すること、暫定認定により教育の質保証と継続的改善に取り組み、一定以上の水準に

達しつつあることを社会に向けて明示し、併せて教育機関が早期かつ効率的に改善を施

す機会の獲得を可能にすることを目的としている。本年度は、4 つのプログラムに暫定

認定が与えられた。 

 

1.2.3 国際活動 

(1) IEA 国際会議参加(2014 ウェリントン IEA 中間会議の目的と概要) 

エンジニアリング関係の教育プログラム認定のワシントン協定、シドニー協定、ダブリ

ン協定と専門職業人のモビリティー枠組である IPEA（International Professional  

Engineers Agreement：旧称 EMF）、 IETA(International Engineering Technologist 

Agreement)、APEC Engineer の 6 協定の連合体である IEA（International Engineering 

Alliance）の中間会議が 6 月 9～13 日、ウェリントンで開催され、JABEE からは副会長以

下 5 名が出席した。 

IEA（International Engineering Alliance）総会は隔年ごとに開催され、総会のない年

には中間会議が開催されるが、2014 年は中間会議の年であった。インド、スリランカのワ

シントン協定加盟が承認され、これでワシントン協定の加盟団体は 17 となった。 また、

ペルーの暫定加盟が承認された。会議では、特に国外認定プログラムの協定下における

実質的同等性に関し白熱した議論が行われた。推進グループからの提案による協定の

ルール改正に対し、シンガポールと JABEE が懸念を示し、改正案は否決された。この

結果、新たなワーキンググループを立ち上げて、議論を続けて行くことになった。 

 

(2)  建築設計・計画系教育プログラムにおけるキャンベラ協定への加盟準備 
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キャンベラ協定は、UNESCO-UIA 教育憲章を満たす建築設計・計画系教育プログラム（5

年間以上の教育課程）の質保証に関する国際協定である。2014 年 9 月にキャンベラ協定へ

の暫定加盟を果たし、それに伴い、2014 年 12 月に UNESCO-UIA から脱退した。現在、近い

将来のキャンベラ協定への加盟をめざすべく準備を行っている。 

 

(3) インドネシア IABEE 設立支援 

インドネシア政府がインドネシア国内に技術者教育認定機構（IABEE）を設立することを

決定し、日本政府に支援を要請してきた。これを受けて、JICA から JABEE に対し協力要請

があり、JABEE の専務理事・事務局長が 2013 年 10 月から 2014 年 10 月までの間インドネ

シアに赴任し、IABEE 設立支援プロジェクト（2014～2019 年）の準備を行った。JABEE は

2014 年 11 月に JICA から正式な業務委託を受け、2014 年 11 月から 2015 年 9 月までの第

一フェーズの業務実施に着手した。 

 

1.2.4 広報啓発活動 

(1)技術者教育改善のためのワークショップ開催 

JABEE の認定審査の主たる目的である技術者教育のレベルアップのために、以前から日

本工学教育協会と共催で実施している｢国際的に通用する技術者教育ワークショップシリ

ーズ｣の第 4 回(2014 年 11 月 22 日)及び第 5 回(2015 年 3 月 28 日)を開催し、それぞれ 55

～70 名の参加者があった。 

第 4 回では反転授業を取り上げ、従来型の「教室で講義を聞き、知識を得て自宅で復習し、

宿題の演習問題を解き、理解を深める」学習方法から、「教材ビデオの配信等により自宅で

あらかじめ基本的内容を自習した上で、教室では自宅学習で解らなかったところの質問や

個別指導、さらに課題についてグループで演習や討論を行う」学習方法（教室と自宅の位

置付けが反転）での学力向上について学んだ。 

第 5 回はルーブリック評価法を取り上げた。教育の質保証のためには、学習・教育到達目

標の達成度を適切に評価することが非常に重要であることから、汎用的能力（generic 

skill）の達成度の評価方法として知られているルーブリック評価法について学び、実際

にルーブリックを作成してみると共に、カリキュラム全体の学習・教育到達目標の個々の

項目に対して、これら種々の評価方法を適切に組み合わせて妥当性の高い評価方法を定め

ることを実習した。 

 

(2)産業諮問評議会の開催 

  日本の高等教育における技術者教育の改善・質保証、国際通用性およびそのための認定・審

査について産業界からの助言をいただく場として、7 月 23 日に JABEE 産業諮問評議会を開催し

た。産業諮問評議会は 2001 年から 2008 年まで開催し、所期の目的を達成し、2009 年以降は中

断していたが、今回、産業界との一層の連携を図ることを目的として再開した。 

今回は産業界での JABEE の価値と認知度の向上、JABEE 修了生の評価、技術系学生の採用、JABEE

に対する産業界の支援等について幅広く意見交換を行ない、産業諮問評議会の議事録は JABEE
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のウェブサイトなどを通じて開示した。 

 

(3)その他の広報啓発活動 

・受審校、JABEE 関係者、その他のステークホルダー宛てのメールニュース「JABEE NEWS」

を 2014 年度は 11 回配信した。 

・2014 年度の JABEE 認定プログラム修了者の技術士第二次試験合格者数は 104 名と過去最

高となったことを踏まえ、「技術士への道」を改訂し、JABEE のウェブサイトに掲載した。 

 

(4)各種会合、説明会の実施 

他機関主催の年次大会や、高等教育機関の講演会等で講演を行った。 

 

1.2.5 その他の活動 

(1)2013 年度自己評価プロジェクト 

昨年度に実施した第 2 回目の自己評価結果を自己評価書にまとめて JABEE のウェブサ

イトに掲載し、2014 年 12 月に外部評価委員会を開催して自己評価結果に対して外部の

有識者から有意義な指摘・意見をいただいた。自己評価で挙げられた課題と、外部評価委

員会での指摘に基づき、2015 年度に改善活動計画策定と実施体制の整備を行い、具体的改

善活動を進めることにした。なお、次回の自己評価は、改善活動の成果を踏まえて 2019 な

いし 2020 年度に実施することにした。 

 

(2)技術士関連 

技術士資格の受験や実務経験取得に際し、質保証された高等教育の修了を要件としてい

るのが国際的には通例であり、我が国の技術士制度の見直しにあたっても重要な論点の一

つとなっている。このため、JABEE の国際活動の中で教育認定と技術士制度の海外の状況

を把握するほか、本年度より文部科学省科学技術・学術審議会の技術士分科会およびその

関連委員会を事務局が傍聴し、必要な情報を関連委員会に報告することにした。 

加えて、できるだけ多くの認定プログラム修了生が技術士第一次試験免除の特典を活用し

て技術士を目指すことが重要であることから、認定プログラムの修了から技術士第二次試

験までの道のりを解説したパンフレット「技術士への道」を日本技術士会と連携して作成

した。「技術士への道」は JABEE のウェブサイトに掲載しているほか、各教育機関に対し

ては認定プログラム修了証とともに修了生に渡すことをお願いしている。 

 

1.2.6 専門職大学院の認証評価 

2014 年度は 2 教育機関の 2 専攻の認証評価を行った。6 月に提出された自己評価書に基

づいて書面調査を実施した後、10 月に実地調査を行い、12 月に認証評価委員会において認

証評価報告書（案）を作成した。認証評価報告書（案）は 2015 年 1 月 28 日の通常理事会

で審議、承認した。2015 年 3 月 26 日、認証評価報告書を文部科学省に提出し、併せて申

請専攻の自己評価書（本文編）ならびに認証評価報告書をホームページに公表した。 
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2. 2014 年度理事会及び社員総会開催報告（開催時期の順） 

 

2.1 2014 年度第 1 回通常理事会 

開催日時 2014 年 4 月 25 日(金) 10：00～12：00 

開催場所 建築会館 3 階 301/302 号室 

出席理事数 理事会構成員 25 名中 20 名 

 

2.1.1 審議事項 

(1) 2013 年度事業報告 (案)並びに決算報告（案) について 

(2) 新任理事選任(案) について 

(3) 2014 年度事業計画 (案)並びに収支予算 (案)承認の件 

(4) 2014 年度定時社員総会付議事項について 

(5) 専門職大学院認証評価委員会委員の交替について 

(6) ソウル協定加盟について 

(7) JABEE 自己評価について 

 

2.1.2 報告事項 

(1) 2014年度審査スケジュールと課題について（まとめ） 

(2) 正会員数並びに賛助会員数の推移 

(3) 2013 年度技術士第二次試験結果 

(4) 認定受審対象校の拡大に資するデータ 

(5) インドネシア技術者教育認定機構設立支援 

 

2.2 2014 年度定時社員総会 

  開催日時 2014 年 5 月 26 日（月） 10：00～11:00 

  開催会場 建築会館ホール  

  出席社員数（正会員数）正会員数 69 団体のうち出席正会員数 64 団体 

 

2.2.1 審議事項 

第 1 号議案  2013 年度事業報告（案）並びに決算報告（案） 

第 2 号議案  役員等の選任（案） 

 

2.2.2 報告事項 

（1）2013 年度認定審査結果 

（2）2014 年度事業計画並びに収支予算 

（3）2013 年度委員会経過報告 

 

2.2.3 その他 
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（1）2013 年度新規認定プログラム認定授与(出席プログラムのみ：4 校 4 プログラム) 

 

2.3 2014 年度第 2 回通常理事会 

  開催日時 2015 年 1 月 28 日（水） 10:00～12:00 

  開催会場 建築会館 3 階 301/302 号室 

  出席理事数 理事会構成員 25 名中 21 名 

 

2.3.1 審議事項 

（1）2014 年度専門職大学院認証評価報告書の決定 

(2) 専門職大学院認証評価委員会委員の交替について 

(3) 2014 年度認定会議議長および委員の承認 

(4) インドネシア国 IABEE 設立支援プロジェクトに係る JICA 宛プロポーザル提出に 

係る報告・承認と今後の業務実施体制および前払請求に係る手続きについて 

     (5) 規程の改定(外国出張の旅費規程) 

(6)「技術者教育認定に関わる基本的枠組み」の変更 

(7) 審査料・認定維持料の公表 

(8) 事務局人事について 

 

2.3.2 報告事項 

(1) インドネシア国 IABEE 設立支援に係る今後の JABEE の IABEE 支援体制 

(2) 2013 年自己評価書についての外部評価委員会開催報告 

(3) キャンベラ協定に暫定加盟手続の経過状況報告 

(4) Professional Engineer の資格登録、受験に係るＷＡへの報告義務について 

(5) 2015 年度年間スケジュール 

(6) 日本技術士会新春記念講演会 

 

2.4. 2014 年度第 3 回通常理事会 

  開催日時 2015 年 3 月 9 日（月） 10:00～12:00 

  開催会場 建築会館 3 階 301/302 号室 

  出席理事数 理事会構成員 25 名中 22 名 

 

2.4.1 審議事項 

（1）2014 年度認定プログラム(案)承認の件 

 (2) 2015 年度事業計画(概要提案)ならびに予算案について 

(3) 2013 年度自己評価による改善活動の進め方について 

(4) 2014 年度専門職大学院認証評価報告書の一部変更 

(5) 海外旅費規程について 
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2.4.2 報告事項 

（1）2014年度認定会議での主な意見 

(2) 2014 年度サマリーレポート 

(3) キャンベラ協定正式加盟準備 

(4) 2015 年度審査スケジュール 

(5) 2015 年度審査料・維持料の公表 

 

以上 
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年度認定審査サマリーレポート

 
JABEE の認定・審査は、正会員 69 専門学協会の協力を得て、16 の分野別審査委員会

および JABEE 認定・審査調整委員会による審議・調整に基づき実施されています。各分

野別審査委員会からの推薦に基づき認定・審査調整委員会が承認した審査チームによりプ

ログラムの審査が行われ、その結果を分野別審査委員会において分野として審議・調整後、

認定・審査調整委員会において全体の審議、調整を行い「最終審査報告書」としてまとめ

られます。2014 年度の審査の全過程と最終審査報告に基づき、認定会議において 2014 年

度の認定プログラムが決定されました。 
 

１． 年度認定審査結果

（１）結果概要

2014 年度審査の結果、学士課程、修士課程を合わせて 7 教育機関の 12 プログラムが

新規に認定され、認定継続審査、変更時審査、中間審査を含めると、113 プログラムが

認定されました。このうち、修士課程では 2 プログラム（建築系学士修士課程）が認定

されました。また、学士課程の新規認定プログラムのうちの 1 つは、JABEE が初めて

認定した海外教育機関（インドネシア）のプログラムです。 
2001 年度に認定を開始してからの新規認定プログラムの累計は、172 教育機関の 486

プログラムとなりました（図１）。この内 95（55％）の教育機関では複数プログラム

が認定されています。また、認定プログラムの修了生の累計は約 22 万人に達していま

す。認定プログラム数累計の教育機関別内訳は、国立大学（227）、公立大学（24）、

私立大学（152）、高専（専攻科）（81）、大学校（1）、海外教育機関（1）となって

います（表１）。分野ごとの認定プログラム数の累計は、機械（80）、土木（65）、

電気・電子・情報通信（61）、工学〔融合複合、新領域〕（61）、化学（52）などと

なっています（表２）。 
審査の種別による割合は、認定の有効期間を継続するための認定継続審査が 71％、

新規審査が 11％、中間審査が 18％でした。 
予備審査については、2 教育機関の 4 プログラム（土木 1、生物工学 3）に対して暫

定認定が与えられました。 
2014 年度の審査は、予備審査を含めて約 330 名の審査員によって行われました。ま

た、約 110 名の審査員候補者が、オブザーバーとして審査に参加しました。審査員・オ

ブザーバーのうち産業界の経験者は約 70 名でした。的確な審査を実施するため、2014
年度審査員に対する研修会を４回（1 泊研修 2 回、日帰り研修 2 回）開催し、約 280
名が参加しました。また、審査チームを派遣する各学協会の主催により、審査員候補者

の導入研修会（「審査講習会」）が 8 回開催され、その内 4 回は審査を予定しているプ

ログラムを含む教育機関向けの講習と併せて開催されました。 
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（２）新旧認定基準の適用状況

2012 年度に改定された新基準（2012 年度基準）の適用 3 年目となる 2014 年度は、

79％（89）のプログラムが新基準を選択しました。内訳として、新規審査の 100％（12）、
認定継続審査／変更時審査の 85％（69）、中間審査の 40％（8）が新基準による審査

を選択しました。中間審査は前回審査と同じ基準を選択する傾向が強いため、これを除

くと全体の 87%のプログラムは新基準により審査が実施されました。旧基準（2010～
2015 年度基準）を適用した審査は 2015 年度が最後となり、2016 年度以降の審査は新

基準のみで実施されます。今後も、教育の質保証に関する継続的改善にさらに資するた

めに、新基準をもとに今後検討していきます。 
 

（３）審査結果の全般的傾向

審査結果の審議・調整においては、教育改善のための PDCA サイクルの実効性の観

点から、学習・教育到達目標の具体性（基準 1 "P"）、及びそれらを達成するための

教育手段の適切さ（基準 2 "D"）、そして学習・教育到達目標の達成度評価の妥当性

（基準 3 "C"）の関連性を重視しています。その結果、2014 年度の調整審議でもこれ

らの点検項目に関係する判定の見直しが多く見られました。また、改善の見られない点

検項目が多い場合は、教育点検や継続的改善の活動（基準 4 "A"）が形骸化している

可能性を考慮して判定結果の調整を行いました。これらの関連性の重視は、教育の質保

証と改善のための審査の基本的観点ですので、審査結果の報告でプログラムに注意を喚

起するだけでなく、審査側に対しても研修会等を通じて一層の理解増進に努めます。 
また、前回審査での指摘を受けて着実に改善を進めているプログラムが多い一方、全

く改善が進んでいない、あるいは却って悪化しているプログラムが一部で見受けられま

した。加えて、プログラム全体の改善が進む中で審査の水準が高くなっている傾向にあ

りますので、前回の審査で基準を満たしているとした項目でも、今回の審査で改善を求

められた例が相当数認められました。審査で高い評価を受けてもプログラムの改善のサ

イクルを止めないことが重要です。 
新基準で達成すべき知識・能力項目に加えられた「チームで仕事をするための能力」

については、様々な分野から成り立つチームでの教育をワシントン協定は勧奨していま

すが、分野をどこまで広げる必要があるかについて、審査や調整審議の場で議論があり

ました。エンジニアリングの業務は、さまざまな専門性や職能を持つ集団のチームワー

クによって遂行されますので、この能力は身に付けるべき重要な素養の一つです。学部

を横断するような教育をプログラムとして実施することは現状では難しいものの、単に

プログラム内でチームを組んで演習や制作を行うのではなく、プログラム外の専門分野

との連携が望まれます。今後も、審査および受審双方が理解を深めるために審査員研修

会やワークショップ等で取り上げる予定です。 
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（４）海外プログラムの認定

2014 年度において、JABEE は設立以来初めて海外の技術者教育プログラムを審査し、

認定しました。認定されたのはインドネシアのボゴール農科大学（Bogor Agricultural 
University）の Department of Mechanical & Biosystem Engineering, Faculty of 
Agricultural Engineering & Technology で、認定分野は農業工学分野です。2015 年度

以降もインドネシアのプログラムの審査が予定されています。 
なお、ワシントン協定のルールにより、海外で認定したプログラムはワシントン協定

に基づく「実質的同等性」の対象とはなりません。 
 

（５）一斉審査方式による審査の開始

以前より準備が進められてきた一斉審査方式の適用が開始され、2014 年度は一部の

教育機関の認定継続審査において本方式による審査が実施されました。一斉審査方式は、

教育機関内の複数プログラムを 1 つの「審査団」が「審査団長」のもとでまとまって審

査する方式です。本方式による審査では、教育機関で共通的に実施している項目とプロ

グラムが固有に実施している項目をそれぞれ分離して評価でき、改善すべき点をより具

体的に指摘できるなどの利点があることが分かりました。一方で、あらかじめ予想され

てはいましたが、審査するプログラム数が多いと審査団長の負荷が非常に大きいなどの

課題も確認されました。2014 年度の審査で明確になった課題に基づき、今後本方式に

よる審査がより適切に実施できるよう改善を行ってまいります。 
 

（６）予備審査の実施

予備審査は、開始年度である 2013 年度は申請がありませんでしたが、2014 年度は申

請に基づき予備審査が実施され、１（１）に記載したとおり 4 つのプログラムに暫定認

定が与えられました。 
 
２．その他の主要な活動

（１）ワークショップの開催

JABEE では本来の目的である「教育の質の向上」を目指す取り組みの一環として、

技術者教育に関する種々のワークショップやシンポジウムを開催しています。2012 年

から公益社団法人日本工学教育協会と共同で開催している「国際的に通用する技術者教

育ワークショップシリーズ」は 2014 年 11 月 22 日に「反転授業」をテーマに第 4 回を、

2015 年 3 月 28 日に「学習・教育到達目標の達成度の評価方法」をテーマに第 5 回を

それぞれ開催しました。ワークショップでは多数の熱心な受講者の参加を得て、活発な

討議が行われました。 
 

－ 11 －



4 
 

（２）国際協力

2013年にインドネシア政府から日本政府に対して、同国に技術者教育認定団体を設

立して認定制度を立ち上げるための支援要請があり、JICA（国際協力機構）の支援事

業としてこれに対応することになりました。JABEEはJICAからの要請を受けて、JICA
及びインドネシアの関係者と協力して約１年間の立上げ準備作業を行い、実施計画をま

とめました。2014年11月にはJABEEが正式にJICAの業務委託先に決定し、実施計画に

基づく５年間の技術協力プロジェクトがスタートしました。 
協力の内容はJABEEの持っている認定・審査のノウハウ（文書化されていない部分

も含めて）の伝達、インドネシアの実情に合わせた認定・審査システムの構築、審査員

を養成するための核となる人材の育成などです。これらを実施するために、現在各分野

に所属する約30名のJABEE認定・審査経験者の方から協力の申し出をいただいており、

すでに現地及び国内での作業も始まっています。 
 

（３）自己評価及び外部評価

JABEE では 2013 年度に設立以来 2 回目の自己評価を実施し、その結果を自己評価

書にまとめて JABEE のウェブサイトに掲載しました。2014 年 12 月には外部評価委員

会を開催し、本自己評価の結果に対して外部の有識者から有意義なご意見をいただきま

した。今後はいただいたご意見を参考にしながら、課題の改善のための具体的施策を立

案し、実行に移していく予定です。 
 

３．認定プログラム修了生の技術士資格取得状況

JABEE 認定プログラムの修了者は技術士第一次試験が免除されています。この条件

が適用された認定プログラム修了者が、2008 年度に技術士第二次試験に初めて合格し、

それ以降認定プログラム修了者の合格者数と合格率はほぼ順調に増加しています。

2014 年度の第二次試験の結果によると、合格者は初めて 100 名を越えました。また、

合格者の平均年齢は、全体が 42.5 歳であったのに対し認定プログラム修了者は 29.8 歳

で、26 歳の最年少合格者 7 名中 4 名が認定プログラム修了者でした。認定プログラム

修了者の第一次試験免除が若い技術士を生み出す推進力の１つとなっていることが分

かります。なお、昨年度から「総合技術監理」にも認定プログラム修了者からの合格者

が出ています。今後も認定プログラム修了者の受験者がさらに増加して行くことが期待

されます。 
 
注：「プログラム」とは、学科、コース、専修等のカリキュラムだけではなく、プログ

ラムの修了資格の評価・判定を含めた入学から卒業までのすべての教育プロセスと

教育環境を含むものであり、学科やコースなどの総称です。 
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教育機関数 プログラム数 

国立大学   54  227  

公立大学    10    24  

私立大学   54  152  

高等専門学校（専攻科）   52    81  

大学校      1      1  

海外教育機関 1 1 

< 合計 > 172 486 

表 教育機関別認定プログラム数 学士、修士 （ 累計）

図 認定プログラム数と修了生数
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（注） １．情報および情報関連分野にはソウル協定対応の情報系１０プログラムを含む。 

２．建築学および建築学関連分野／建築学・建築工学及び関連のエンジニアリング分

野には建築系学士修士課程（建築設計・計画系分野）の４プログラムを含む。 

分野     2001-2014累計 

化学および化学関連分野／化学及び関連のエンジニアリング分野   ５２ 

機械および機械関連分野／機械及び関連の工学分野     ８０ 

材料および材料関連分野／材料及び関連のエンジニアリング分野   １５ 

地球・資源およびその関連分野／地球・資源及び関連のエンジニアリング分野  １１ 

情報および情報関連分野       ３９ 

電気・電子・情報通信およびその関連分野／電子情報通信・コンピュータ及び  ６１ 

関連の工学分野／電気電子及び関連の工学分野 

土木および土木関連分野／土木及び関連の工学分野     ６５ 

農業工学関連分野／農業工学及び関連のエンジニアリング分野    ２０ 

工学（融合複合・新領域）関連分野／工学（融合複合・新領域）及び関連の   ６１ 

エンジニアリング分野 

建築学および建築学関連分野／建築学・建築工学及び関連のエンジニアリング分野  ３９ 

物理・応用物理学関連分野／物理・応用物理学及び関連のエンジニアリング分野   ５ 

経営工学関連分野／経営工学及び関連のエンジニアリング分野     ６ 

農学一般関連分野／農学一般及び関連のエンジニアリング分野    １３ 

森林および森林関連分野／森林及び関連のエンジニアリング分野    ５ 

環境工学およびその関連分野／環境工学及び関連のエンジニアリング分野    ８ 

生物工学および生物工学関連分野／生物工学及び関連のエンジニアリング分野   ６ 

総計              ４８６ 

表 2 分野別認定プログラム数 [学士、修士] （2001-2014累計） 
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2014年度決算報告（案） 
 

2014年度決算報告 

監査報告書 

社員名簿 

  

 

自 2014年 4 月 １日 

至 2015年 3 月 31 日 

 





(単位：円）
当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部
1.　流動資産

現 金 預 金 △ 1,165,732
未 収 入 金
貯 蔵 品 △ 16,779
前 払 金 △ 531,256
未 収 金
前 払 費 用
仮 払 金

流動資産合計
2.　固定資産

(1)特定資産
積 立 預 金
退 職 給 付 引 当 預 金

特定資産合計
（2）その他固定資産

什 器 備 品 △ 30,419
ソ フ ト ウ ェ ア △ 199,150
商 標 権 △ 73,283
敷 金

その他固定資産合計 △ 302,852
固定資産合計
資産合計

Ⅱ　負債の部
1.　流動負債

未 払 金 △ 604,932
未 払 費 用
前 受 金
賞 与 引 当 金
預 り 金
未 払 消 費 税
未 払 法 人 税 等

流動負債合計
2.　固定負債

退 職 給 付 引 当 金
固定負債合計
負債合計

Ⅲ　正味財産の部
1.　指定正味財産

指定正味財産合計
2.　一般正味財産

(うち特定資産への充当額）
正味財産合計
負債及び正味財産合計

科目

貸借対照表
平成27年3月31日現在
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(単位：円）
当年度 前年度 差  異

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　（1）経常収益

受　取　会 　費 △ 400,000
正 会 員 受 取 会 費 △ 200,000
賛 助 会 員 受 取 会 費 △ 200,000

受　取　認 定 審 査 料
受 取 学 部 審 査 料

受　取　認 定 維 持 料 　 △ 8,280,000
受 取 認 定 維 持 料 △ 8,280,000

認　証　評　価　手　数　料

雑  収  益
経常収益計

　（２）経常費用
事        業        費

(認定・審査事業費)
学 協 会 認 定 審 査 費
認定・審査調整委員会会議費
専 門 職 大 学 院 関 係 費
通 信 運 搬 費
通 信 運 搬 費
消 耗 品 費 △ 138,369

(審査員事業費)
審 査 員 研 修 費
審 査 員 保 険 料

(国際活動事業費)
旅 費 交 通 費 △ 150
登 録 維 持 費
委 員 会 会 議 費

(普及啓発事業費) △ 546,655
自 己 評 価 プ ロ ジ ェ ク ト
広 報 費 △ 623,700

(事業共通費)
給 与 手 当
退 職 給 付 費 用
会 議 費
消 耗 品 費 △ 715,332
賃 借 料
リ ー ス 料 △ 20,492
雑 費

(受託事業執行経費)
旅 費
一 般 業 務 費
再 委 託 費
国 内 研 修 費
雑 費

管     理     費
役 員 報 酬
給 与 手 当
福 利 厚 生 費 △ 47,633
退 職 給 付 費 用
会 議 費 △ 113,640
旅 費 交 通 費 △ 10,064
通 信 運 搬 費
消 耗 品 費 △ 198,703
登 録 保 守 料 △ 44,402
賃 借 料
リ ー ス 料 △ 5,693
水 道 光 熱 費 △ 69,942
支 払 手 数 料
租 税 公 課
雑 費 △ 97,930
什 器 備 品 減 価 償 却 額 △ 9,377
ソ フ ト ウ ェ ア 減 価 償 却 額
商 標 権 減 価 償 却 額

      経常費用計
          当期経常増減額 △ 4,409,923
　2.経常外増減の部

（1）経常外収益
経常外収益計

（2）経常外費用
固 定 資 産 除 却 損

経常外費用計
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額 △ 4,409,923
一般正味財産期首残高 △ 4,409,923
一般正味財産期末残高

Ⅱ　師弟正味財産増減の部 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

正味財産増減計算書
平成26年 4月 1日から平成27年 3月31日まで

科        目

受　託　事　業
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1.重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法

什器備品・・・定額法によっている。

ソフトウェア・・・定額法によっている。

商標権・・・定額法によっている。

（2）引当金の計上基準

賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

退職給付引当金

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

（3）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（4）表示科目の変更

会計基準に則り、前年度まで使用していた退職給付引当金繰入の科目名を今年度より退職給付費用に変更する。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

本注記をもって附属明細書の基本財産及び特定資産の明細に代えるものとする。 (単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　運営強化資金積立預金

　退職給付引当預金

合　　計

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産　から

の充当額）
（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

特定資産

　運営強化資金積立預金

　退職給付引当預金

合　　計

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。　　　　　（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品

ソフトウェア

商標権

合　　計

5.引当金の明細

引当金の明細は、次のとおりである。　　　　　

本注記をもって附属明細書の引当金の明細に代えるものとする。 （単位：円）

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

賞与引当金

退職給付引当金

合　　計

当期減少額は全額目的使用の取崩である。

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認め
られる額を計上している。

財務諸表に関する注記　
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場所・物量等
（流動資産）

現金預金 現金手許有高 運転資金として
普通預金　
　三井住友銀行三田通支店運転資金として
普通預金  
　みずほ銀行芝支店 運転資金として

未収入金 JICA受託未収分
貯 蔵 品
前払金
未収金
前払費用
仮払金

流動資産合計
（固定資産）
特定資産

積立預金 運営強化資金積立預金
　みずほ銀行芝支店

退職給付引当預金 退職給与引当預金  
　　三井住友銀行三田通支店

その他固定資産
什器備品 パソコン他
ソフトウェア　
敷　　金 事務所敷金

固定資産合計
　　　　資産合計
（流動負債）

未払費用
前受金 前受維持料
賞与引当金 従業員に対するもの
預り金 源泉所得税
未払消費税 消費税

　　　　　　 未払法人税等 法人都民税均等割
流動負債合計
（固定負債）

退職給付引当金 従業員に対するもの

固定負債合計
        負債合計
        正味財産

財産目録

平成27年3月31日現在

貸借対照表科目 金        額
(単位：円）

使用目的等

退職金の支払いに備えたもの

賞与の支払いに備えたもの

退職金の支払いに備えたもの

－ 18 －



－ 19 －





2015年4月1日現在

公益社団法人応用物理学会 公益社団法人日本コンクリート工学会

一般社団法人日本物理学会 日本作物学会

公益社団法人化学工学会 公益社団法人日本地すべり学会

公益社団法人日本化学会 公益社団法人日本食品科学工学会

経営工学関連学会協議会 一般社団法人日本食品工学会

一般社団法人資源・素材学会 日本信頼性学会

一般社団法人情報処理学会 公益社団法人日本水産学会

一般社団法人森林・自然環境技術者教育会 日本水産工学会

一般社団法人電気学会 一般社団法人日本設備管理学会

一般社団法人電子情報通信学会 公益社団法人日本セラミックス協会

公益社団法人土木学会 公益社団法人日本造園学会

一般社団法人日本機械学会 公益社団法人日本船舶海洋工学会

公益社団法人日本技術士会 一般社団法人日本塑性加工学会

一般社団法人日本建築学会 公益社団法人日本地下水学会

公益社団法人日本工学教育協会 一般社団法人日本地質学会

公益社団法人日本生物工学会 日本デザイン学会

一般社団法人日本鉄鋼協会 日本農業工学会

公益財団法人農学会 公益社団法人日本農芸化学会

公益社団法人農業農村工学会 一般社団法人日本品質管理学会

一般社団法人園芸学会 公益社団法人日本分析化学会

公益社団法人空気調和・衛生工学会 一般社団法人日本木材学会

一般社団法人経営情報学会 日本緑化工学会

公益社団法人計測自動制御学会 一般社団法人日本森林学会

研究･技術計画学会 一般社団法人日本ロボット学会

公益社団法人高分子学会 農業食料工学会

公益社団法人砂防学会 公益社団法人腐食防食学会

公益社団法人自動車技術会 公益社団法人プレストレストコンクリート工学会

公益社団法人地盤工学会 一般社団法人プロジェクトマネジメント学会

一般社団法人照明学会 一般社団法人溶接学会

一般社団法人繊維学会

一般社団法人ターボ機械協会

公益社団法人電気化学会

一般社団法人電気設備学会

公益社団法人日本磁気学会

一般社団法人日本応用地質学会

公益社団法人日本オペレーションズ・リサーチ学会

公益社団法人日本金属学会

公益社団法人日本経営工学会

一般社団法人日本原子力学会

一般社団法人日本航空宇宙学会

　

　

 

社 員 名 簿

一般社団法人日本技術者教育認定機構

－ 21 －





 新任役員選任（案） 
 

 

役員等選任候補者 

  新任役員候補者の主たる経歴 

   

 

 





(敬称略）

氏　名 選　出 所　属 区分

理　事 有 信 睦 弘 独立行政法人理化学研究所理事

理　事 岸 本 喜 久 雄 東京工業大学理工学研究科工学系長・工学部長

理　事 廣 﨑 膨 太 郎 日本電気株式会社特別顧問

理　事 青 島 泰 之
一般社団法人日本技術者教育認定機構
専務理事

理　事 阿 草 清 滋 京都大学客員教授

理　事 佐 藤 之 彦
千葉大学大学院工学研究科人工システム科学専攻
電気電子系コース

理　事 藤 井 俊 二 元 大成建設株式会社　技師長 新任

理　事 中 村 道 治 独立行政法人科学技術振興機構理事長

理　事 宇 野 研 一 前三菱化学株式会社顧問

理　事 小 林 正 生 一般社団法人日本機械学会 株式会社ＩＨＩ技術開発本部　技監 交替

理　事 工 藤 一 彦 公益社団法人日本工学教育協会 公益社団法人日本工学教育協会理事

理　事 日 髙 邦 彦 一般社団法人電気学会 一般社団法人電気学会 元会長

理　事 大 和 田 秀 二 一般社団法人資源･素材学会
早稲田大学理工学術院創造理工学部
環境資源工学科 教授

理　事 高 木 譲 一 公益社団法人日本技術士会 公益社団法人日本技術士会専務理事

理　事 前 田 寿 朗 一般社団法人日本建築学会
早稲田大学理工学術院創造理工学部建築学科
教授

交替

理　事 本 城 勇 介 公益社団法人土木学会 岐阜大学工学部社会基盤工学科 特任教授

理　事 長 坂 徹 也 一般社団法人日本鉄鋼協会 東北大学大学院工学研究科 副研究科長

理　事 田 中 忠 次 公益社団法人農業農村工学会 一般社団法人地域環境資源センター理事長

理　事 小 泉 淳 一 化学分野JABEE委員会 横浜国立大学大学院工学研究院 教授 交替

理　事 渡 部 終 五 公益財団法人農学会 公益財団法人農学会評議員

理　事 筧 捷 彦 一般社団法人情報処理学会
早稲田大学理工学術院基幹理工学部情報理工学科
教授

理　事 田 中 良 明 一般社団法人電子情報通信学会 早稲田大学基幹理工学部情報通信学科　教授

理　事 波 田 野 彰
物理・応用物理学関連学協会間JABEE
連絡協議会

一般社団法人日本物理学会監事

理　事 渡 邉 一 衛 経営工学関連学会協議会 経営工学関連学会協議会会長

理　事 櫻 井 尚 武
一般社団法人森林・自然環境技術者教
育会

一般社団法人森林・自然環境技術者教育会会長

理　事 浅 野 泰 久 公益社団法人日本生物工学会 富山県立大学大学院工学研究科 教授 交替

監　事 落 合 英 俊 九州大学名誉教授 新任

監　事 篠 田 庄 司 早稲田大学招聘研究員、中央大学名誉教授 新任

役員等選任候補者
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任理事候補者 

 

藤井 俊二（ふじい しゅんじ） 

 

主たる経歴  ・東京大学工学部建築学科卒業 

       ・東京大学工学系大学院修了 

・工学博士（東京大学） 

       ・大成建設株式会社 建築技術研究所長、技師長 

 

主たる現職    都市・建築研究活動 

        1級建築士、技術士(応用理学部門) 

 

以上 
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任理事候補者 

 

小林 正生（こばやし まさお） 

 

主たる経歴  ・東京工業大学大学院理工学研究科機械物理工学専攻 

修士課程修了 

          ・博士（東京工業大学） 

       ・石川島播磨重工業株式会社 

 技術開発本部 基盤研究所 部長 

技術開発本部 技師長 

        

主たる現職    日本機械学会副会長 

石川島播磨重工業株式会社 

 技術開発本部 技監 

 

         

以上 
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任理事候補者 

 

前田 寿朗（まえだ としろう） 

 

主たる経歴  ・早稲田大学理工学部建築学科卒業 

          ・早稲田大学大学院理工学研究科建設工学専攻修士課程修了 

       ・早稲田大学大学院理工学研究科建設工学専攻 

博士後期課程単位取得退学 

          ・工学博士（早稲田大学） 

・大成建設株式会社 

・マサチューセッツ工科大学客員研究員 

・早稲田大学理工学部建築学科 教授 

      

主たる現職   ・早稲田大学創造理工学部建築学科 教授 

 

以上 
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任理事候補者 

 

小泉 淳一（こいずみ じゅんいち） 

 

主たる経歴  ・東京大学工学部化学工学科卒業 

          ・東京大学大学院工学系研究科博士課程修了 

          ・工学博士（東京大学） 

       ・東京大学分子細胞生物学研究所 助教授 

・横浜国立大学工学部物質工学科 教授 

      

主たる現職   ・横浜国立大学大学院工学研究院 教授 

 

以上 
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任理事候補者 

 

浅野 泰久（あさの やすひさ） 

 

主たる経歴  ・京都大学農学部農芸化学科卒業 

          ・京都大学大学院農学研究科農芸化学専攻博士課程修了 

・農学博士（京都大学） 

       ・米国オハイオ州立大学理学部化学科博士研究員 

・富山県立大学工学部教授（生物工学研究センター） 

・富山県立大学生物工学研究センター所長 

      

主たる現職   ・富山県立大学大学院工学研究科教授（生物工学専攻） 

 

以上 
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任監事候補者 

 

落合 英俊（おちあい ひでとし） 

 

主たる経歴  ・九州大学工学部土木工学科卒業 

          ・九州大学大学院工学研究科修士課程修了、博士課程退学 

          ・工学博士 

       ・九州大学 教授、評議員、総長特別補佐 

・九州大学 理事・副学長 

      

主たる現職   ・九州大学名誉教授 

 

以上 
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新任役員等候補者の主たる経歴 

 

（敬称略） 

新任監事候補者 

 

篠田 庄司（しのだ しょうじ） 

 

主たる経歴  ・中央大学理工学部電気工学科卒業 

          ・中央大学大学院理工学研究科電気工学専攻博士課程修了(工学博士) 

          ・中央大学理工学部 教授 

       ・中央大学選任評議員 

・中央大学名誉教授 

・電子情報通信学会フェロー・名誉員 

      

主たる現職   ・早稲田大学 招聘研究員 

 

以上 
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付表・資料 

 

１． 2014年度 JABEE認定審査新規認定プログラム一覧 

２． 2014年度 JABEE認証評価適格認定専攻 

３． 2015年度事業計画及び収支予算 

(1) 事業計画 

(2) 収支予算 

４． 2014年度委員会経過報告 

５． 賛助会員リスト 

 





2014年度　JABEE認定審査　新規認定プログラム一覧

認定種別・認定分野 認定教育機関名 学部・学科 認定プログラム名
認定開始

年度

機械及び関連の工学分野 九州工業大学
工学部　機械知能工学科　機械工学
コース、宇宙工学コース

機械工学・宇宙工学コース 2014

九州工業大学 工学部　機械知能工学科 知能制御工学コース 2014

材料及び関連のエンジニ
アリング分野

茨城大学 工学部 マテリアル工学科 2014

九州工業大学 工学部 マテリアル工学科 2014

電気・電子及び関連の工
学分野

九州工業大学 工学部 電気電子工学科 2014

芝浦工業大学 工学部 電子工学科 2013*

摂南大学 理工学部　電気電子工学科
電気・通信システム総合コー
ス

2014

土木及び関連の工学分野 九州工業大学 工学部 建設社会工学科 2014

工学（融合複合・新領域）
及び関連のエンジニアリ
ング分野

大島商船高等専門学校 専攻科　電子・情報システム工学専攻
システムデザイン工学プログ
ラム

2014

九州工業大学 工学部 総合システム工学科 2014

サレジオ工業高等専門学校 専攻科　生産システム工学専攻 生産システム工学 2014

農業工学関連分野
Agricultural Engineering

Bogor Agricultural University 
Faculty of Agricultural Engineering &
Technology, Department of Mechanical
& Biosystem Engineering

Mechanical and Biosystem
Engineering

2014

注）　認定開始年度　2013* は、審査を受けた年度の前年度の4月1日を認定の有効期間の開始日とする。

　　　認定種別・認定分野名に課程の記載がないプログラムの認定種別は、エンジニアリング系学士課程である。
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JABEE認証評価　適格認定専攻

（2014年度に実施した認証評価の結果、適格と判定された専攻）

専攻名 分野 認証評価年度

原子力専攻 原子力 2014年度

情報システム専攻 情報 2014年度

過去に実施した認証評価結果につきましては下記URLよりご参照いただけます。

http://www.jabee.org/pgschool/result/

教育機関名

東京大学大学院　工学系研究科

神戸情報大学院大学　情報技術研究科
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2015年度事業計画及び収支予算 
 

(1) 事業計画 

(2) 収支予算 

 

 

自 2015年 4 月 １日 

至 2016年 3 月 31 日 





1 
 

 

2015 年度事業計画（案） 
（2015 年 4 月 1 日から 2016 年 3 月 31 日まで） 

 
 

2015 年度に実施すべき主要な事業計画を下記に示す。 

 

１．基本方針 

JABEE の基幹事業である技術者教育認定および専門職大学院認証評価に加え、インドネシ

ア IABEE 設立支援のための JICA 技術協力プロジェクト、および 2013 年度自己評価に基づ

く JABEE 改善活動の積極的な推進を図り、あわせてこれらの事業・活動に関わる広報・啓

発活動を活発に行う。また、国際協定等に関わる対外活動を積極的に進めるとともに、キャ

ンベラ協定への正式加盟を図る。 

 

２．委員会等 

認定事業委員会、国際委員会、専門職大学院認証評価委員会、その他、専門委員会、部会

および WG は従来通り定期的、機動的な開催によりその任務を遂行し、委員会間での情報共

有を図る。 

2015 年度の認定審査は、認定事業委員会と認定・審査調整委員会および各分野別審査委員

会が昨年度までと同様に連携・協力して遂行し、認定会議が審査結果の最終決定と理事会

への提議を行う。基準委員会は規則類の改定と審査用文書類の整備を行うとともに、審査

における諸問題に対する「判例」的見解を提供して認定審査の円滑な推進を図る。 

専門職大学認証評価委員会は、昨年度からの体制、規定および実施細則類の変更はなく、

継続して評価事業を実施する。 

2013 年度自己評価に基づく JABEE の改善活動は、各組織（委員会、事務局等）の継続的改

善活動として実施し、運営会議が各組織への改善活動の指示、要請とフォローを行う。必要

であれば、運営会議に常置の部会を設置して改善活動を実行するほか、受審校および学協

会の負担の適正化を図るための受審料体系の見直し・再構築と中長期計画の策定などの課

題について、拡大運営会議および財務・企画委員会を中心に検討チームを構成するなど、フ

レキシブルな活動推進を図る。運営会議は、JABEE 全体に関わる重要な改善活動を推進する

ほか、他の機関との連携が必要な案件などの機関横断的な事項に関する実効的な推進を主

導する。 

広報・啓発委員会は、昨年度に収集した JABEE 認定受審対象教育機関の拡大に資するデー

タを活用し、認定プログラムを持たない教育機関に具体的なアプローチを実施するととも

に、2013 年度自己評価での重要課題である認定継続辞退への対策活動と、JABEE および技

術者教育認定への理解を深めるための啓発活動を推進する。必要であれば広報・啓発委員

会にミッションを特定した部会を設置する。 
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３．認定事業 

3.1 認定審査 

2015 年度は 2014 年度を僅かに下回るがほぼ同規模の審査件数となる見込みであり、基

本的には昨年度と同様の計画で認定・審査事業を実施する。審査の質向上のために必要な

措置を常に検討するほか、昨年度初めて実施した一斉審査方式の経験を積み上げて改善・

深化を図るとともに、同じく昨年度初めて実施した予備審査制度の普及を図る。 

 

3.2 審査員研修 

2015 年度に審査を実施する審査員の数は昨年度を若干下回るがほぼ同様と予測される

ため、研修効果の大きい 1 泊研修会を昨年度と同様に２回開催し、日帰り（半日）研修会

は昨年度より１回減らして１回の開催とする。 

審査員の新陳代謝を促進するために、審査員導入研修として各学協会が実施している「審

査講習会」の見直しの議論が昨年度から行われているが、本年度も引き続き各分野の意見

を集約して講習会の内容と審査員登録要件を見直し、特に産業界からの参加者を拡充させ

るための方法を検討する。 

国際審査員については、ワシントン協定、ソウル協定の団体の加盟審査、継続加盟審査

にオブザーバーを派遣するとともに、インドネシア IABEE 設立支援のための JICA 技術協

力プロジェクトを通して国際審査員候補者となる人材を育成する。 

  

４．国際活動 

4.1 業務委託事業・JICA 技術協力プロジェクト 

JICA から業務委託を受けたインドネシア技術者教育認定機構（IABEE）立ち上げのため

の 5 年間の JICA 技術協力プロジェクトを実施する。2015 年度はプロジェクトフェーズの

第一年次の後半 6 ヵ月と第二年次の 6 ヶ月の実施計画に基づき業務を遂行する。 

なお、プロジェクトの遂行にあたり、専任の委員会等は設けず運営会議が統括して、そ

の要請に基づいて関係の委員会が業務を遂行するほか、必要に応じ適宜支援、協力を行う。 

 

4.2 インドネシアでの JABEE 認定の推進 

昨年度に引き続き、インドネシアの大学（土木工学分野）から JABEE の認定審査の申請

があり、海外プログラムの特例として 4 月上旬に当大学を訪問して JABEE の認定・審査の

システムと準備（自己点検書等）の説明を行う。 

なお、この審査は昨年度認定されたボゴール農科大学のプログラムと同様に JABEE の認

定審査であるとともに、IABEE の試行審査を兼ねて実施される予定である。 

 

4.3 建築設計・計画系教育プログラム認定に関するキャンベラ協定加盟 

2014 年 9 月にキャンベラ協定への暫定加盟が承認された。2015 年 10 月に審査チームが

来日して正式加盟審査を実施する予定であり、建築分野審査委員会および審査チーム派遣
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機関と連携して対応する。 

 

4.4 海外認定団体の研修受け入れ 

4.1 の JICA 技術協力プロジェクトの一環として、IABEE の審査員育成の中核となるメン

バーが JABEE の国内実地審査にオブザーバーとして参加することを要請されているほか、

CAST（中国科学技術協会）からも実地審査への参加の希望がだされた。実地審査でこれら

オブザーバーへの対応が必要なプログラムは 10 件前後となる見通しであり、分野別審査

委員会、審査チーム派遣機関と連携して周到に準備を進め、円滑な対応を図る。 

 

５．広報啓発 

5.1 認定継続辞退対策等の啓発活動 

２項（委員会等）に示した通り、広報・啓発委員会が認定継続辞退対策の実行案を策定

し、それに基づいて広報・啓発活動を実施する。2015 年度は少なくとも 6 教育機関での講

演会、意見交換会を予定している。 

 

5.2 技術者教育の改善のためのワークショップ、勉強会等の開催 

日本工学教育協会との連携によるワークショップを、2015 年度からは広報・啓発委員会

の所掌として従来以上に活発に実施するほか、分野学協会と連携しながら未受審校等を対

象にした勉強会やシンポジウムを積極的に開催する。 

 

5.3 JABEE パンフレットの改訂 

JABEE パンフレットの年度表示の変更、新項目の追加等の改訂を行って発行するととも

に、JABEE ウェブサイトの掲載内容等のリニューアルを実施する。 

 

６．2013 年度自己評価に基づく改善活動の推進 

以下の基本方針に基づいて改善活動を進める。 

(1) 2013 年度自己評価で挙げた課題に対する活動を JABEE の継続的改善活動と位置づけ、

JABEE の各組織（JABEE 内の関連委員会、分野別審査委員会、事務局等）の活動として

実施する。 

(2) 改善活動は運営会議が統括し理事会に報告する。 

(3) 各組織が検討する改善テーマは、2013 年度自己評価で挙げた課題を各組織がブレー

クダウンして設定する。課題のブレークダウンと目標設定の各組織への要請は、運営

会議と事務局が依頼案を策定して会長名で行う。 

(4) 各組織は改善テーマについて年間目標を設定して活動を実施し、年度末に達成度評価

を行い、次年度の目標を設定する。 

(5) 各組織の活動成果を集大成して自己評価書にまとめて公表し、第三者評価を実施す

る。なお、次回の自己評価書の公表は 2019 年度ないし 2020 年度とする。 
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７．専門職大学院の認証評価 

2015 年度は情報系専門職大学院 1 専攻の評価を行う予定である。 

 

８．事務局ＩＴインフラ整備 

審査業務効率向上のために、データベースサーバーおよびデータ管理システムの更新、

JABEE ウェブサイトのメンバーページの刷新等を実施する。 

                                     以上 
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(単位：円）
予算額 前年度予算額 差  異

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　（1）経常収益

受　取　会 　費 △ 300,000
正 会 員 受 取 会 費
賛 助 会 員 受 取 会 費 △ 300,000

受　取　認　定　審　査　料 △ 16,470,000
受　取　認　定　維　持　料 
認　証　評　価　手　数　料 △ 3,780,000
受　託　事　業
雑  収  益 △ 2,600,000
経常収益計

　（２）経常費用
事        業        費

(認定・審査事業費) △ 12,430,000
学 協 会 認 定 審 査 費 △ 12,420,000
認定・審査調整委員会会議費 △ 500,000
専 門 職 大 学 院 関 係 費 △ 600,000
旅 費 交 通 費
通 信 運 搬 費
消 耗 品 費

(審査員事業費) △ 2,970,000
審 査 員 研 修 費 △ 3,000,000
審 査 員 保 険 料

(国際活動事業費)
旅 費 交 通 費
登 録 維 持 費
委 員 会 会 議 費
国 際 審 査 員 研 修 会 費

(普及啓発事業費)
自 己 評 価 プ ロ ジ ェ ク ト 費 △ 100,000
広 報 費

(事業共通費)
給 与 手 当
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 △ 832,000
会 議 費
消 耗 品 費
賃 借 料
リ ー ス 料
雑 費

( 受託事業執行経費)

管     理     費
給 与 手 当
役 員 報 酬
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 △ 208,000
会 議 費
旅 費 交 通 費
通 信 運 搬 費
消 耗 品 費
登 録 保 守 料
賃 借 料
リ ー ス 料
水 道 光 熱 費
支 払 手 数 料
租 税 公 課
雑 費
減 価 償 却 額

      経常費用計
          当期経常増減額

2.経常外増減の部
（1）経常外収益

経常外収益計
（2）経常外費用

固 定 資 産 除 却 損
経常外費用計

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

Ⅱ　師弟正味財産増減の部 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

収支予算書（正味財産増減計算書ベース）
平成27年 4月 1日から平成28年 3月31日まで

科        目
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2014年度委員会経過報告 

 

賛助会員リスト 
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2014年度認定会議経過報告書 
 

2015年 5月 26日 

認定会議議長  三木哲也 

 

１．委員構成と会議開催状況 

《委員構成》（敬称略） 

議長 三木 哲也 

専門分野から選任した委員 

下村 彰男 農学一般及び関連のエンジニアリング分野 

佐藤 勲 機械及び関連の工学分野 

水谷 法美 土木及び関連の工学分野 

田中 良明 電子情報通信・コンピュータ及び関連の工学分野 

木村 雄二 材料及び関連のエンジニアリング分野 

議長推薦委員 

大中 逸雄 大阪大学名誉教授（JABEE顧問） 

落合 英俊 九州大学名誉教授 

篠田 庄司 中央大学名誉教授 早稲田大学招聘研究員  

オブザーバー 

小森 和弘 経済産業省産業技術環境局大学連携推進室 産業技術人材企画調整官 

松本 洋一郎  東京大学 理事・副学長 

池田 駿介  株式会社建設技術研究所 国土文化研究所長 

和作 幹雄 日本技術士会理事 研修委員会副委員長 

中村 道治 JABEE副会長 

審査・調整結果報告者 

佐藤 之彦    認定・審査調整委員会委員長 

 

《会議開催状況》 

会  議 月 日 時 間 場 所 出席委員数 

2014年度認定会議 2015.02.28（土） 15:00～17:15 建築会館 9 

 

２．認定会議構成および審議方法 

2013年度認定会議から適用した委員・オブザーバー構成及び審議方法を継承して実施した。 

 

３．会議概要 

認定可否案の審議を円滑に進めるために、新規審査、認定継続審査／変更時審査および中間審

査を適切な数のグループに分けてそれぞれ一括審議を行った。また、認定・審査調整委員会で特

に議論が集中したプログラムや、初めて実施した一斉審査方式による審査結果などについては実

際の審査報告書による説明が行われた。予備審査の結果については審議時間の関係で、本会議中

での審議は省略し、別途メール審議を実施した。 

審議の結果、認定・審査調整委員会に差戻す案件はなく、すべて認定・審査調整委員会からの

提案どおり承認された。 

審議終了後、オブザーバーを含めて意見交換を行い、評価の信頼性、JABEEの審査の意義、JABEE
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の認知度向上、技術士制度との連携等に関して意見が出され、理事会および関連委員会に報告

することにした。 

 

以上 
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2014年度認定事業委員会経過報告書 

 

2015 年 5月 26日 

認定事業委員会委員長 岸本喜久雄 

 

１．委員構成と会議開催状況 

《委員構成》（敬称略） 

［委員長］ 岸本喜久雄 

［副委員長］ 佐藤之彦 

［委員］   阿草清滋 大中逸雄 岡田惠夫  筧捷彦  工藤一彦  小泉淳一 

福田敦 古谷誠章  牧野光則  三木哲也  渡部終五 

（計 13名） 

［事務局］ 青島泰之 鈴木雅行 石村和男 石井英志  羽豆順子 

 

《会議開催状況》 

回 月日 時間 場所 出席委員数＊ 

第 34 回 2014.05.23 (金) 10:00-12:00 建築会館 11 

第 35 回 2014.12.17 (水) 10:00-12:00 建築会館 11 

第 36 回 2015.03.31 (火) 13:00-15:00 建築会館 12 

*議決権行使書・委任状を含む 

 

２．活動経過概要 

認定事業委員会は、認定審査にかかわる基本方針および改善施策の策定と、基準委

員会、認定・審査調整委員会および各分野委員会からの提案や問題提起への施策検討

および審議を行い、案件に応じて理事会あるいは他の部門委員会に提案を行う。2014

年度は以下の施策を進めた。 

(1) 新審査制度の実施推進 

 予備審査制度の実施開始に向けて、認定・審査調整委員会の下部委員会として予

備審査委員会を設置し、『予備審査における認定・審査の手順と方法』を制定した。 

(2) 認定審査の改善施策の検討 

 2013 年度自己評価に基づく改善活動の進め方を検討し、理事会、運営会議等に提

案した。 

 今後の改善に向けた具体的検討テーマを以下の通り抽出した。 

 自己学習時間確保のための取組み 

 総合的達成度の評価 
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 融合・複合プログラム 

 継続的改善 

 基準１、２、３の関連性 

 チームワーク力 

 2013 年度に刷新した認定会議の進め方を検討し、外部からのオブザーバーの拡充

と規定改定等を提案した。 

(3) 審査料の整備と公開の推進 

 2014、2015両年度の実施を経て固める計画になっている予備審査制度の審査料を、

2015 年度も 2014 年度と同じ料率とした。 

 審査制度と審査方式の多様化に対応して審査料体系を整理し、理事会の承認を得

て JABEE ウェブサイトに公表した。 

(4)審査に関わる判断・解釈の発信と審査用文書類の公表 

 以下の事項について方向付けと基準委員会への具体案策定の要請を行った。 

 中間審査の前倒し実施 

 IEA GAに対応した「認定基準」の解説の改訂 

 認証評価を除く JABEE の全認定種別の認定プログラムが技術士第一次試験免除に

該当することについての論拠を明確にし、文部科学省人材政策課に説明した。 

 2014 年度および 2015年度審査用文書類を審議し公表した。 

(5) 国際協定、動向に対応した検討 

 キャンベラ協定への加盟と UNESCO-UIA の認証返上を検討し理事会に提案した。 

 IABEE への提供資料の著作権の措置を検討し JICA と覚書を締結することにした。 

 海外プログラム認定の実施にあたってのオブザーバーの取扱いなどの具体的な運

用を決定した。 

 WAが進めている、加盟団体認定プログラム修了生の技術士受験資格の国際的同等

性の確保について、文部科学省人材政策課に情報を入れ検討をお願いした。 

 ソウル協定への対応経費の審査チーム派遣機関から JABEE への審査料割戻しにつ

いて、部会で討議し覚書を締結した。 

(6) エンジニアリング教育の啓発活動（広報・啓発委員会と連携） 

 2014 年度 JABEE-日工教ジョイント・ワークショップを 2回実施した。 

(7)サマリーレポートの策定 

 2013 年度まで、認定会議と分担して策定していたが、2014 年度から認定・審査調

整委員会の提案に基づいて最終案を策定し理事会に提案した。 

以上 
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2014 年度広報・啓発委員会経過報告 
 

2015年 5月 26日 

広報・啓発委員会委員長 三木 哲也 

 

１． 委員構成と会議開催状況 

 委員構成（/：期中交替又は期中増減員を示す） 

［委 員 長］ 三木哲也 

［委  員］ 工藤一彦、八坂保弘、荒居善雄、野口 博、浅野健治、西園敏弘、森下 信、

田名部元成、石崎昭男、画星忠雄 

［事 務 局］ 青島泰之、久保田民雄、石村和男、熊木美智子 

 

広報・啓発委員会 開催状況 

回 月日 時間 場所 出席委員数 

第 18回 2014.06.09 (月) 15：00-17：00 建築会館 8 

第 19回 2014.09.30 (火) 10：00-12：00 建築会館 7 

 

２．活動経過のあらまし 

 本委員会は、広報・啓発部門の部門委員会として、JABEE の広報・啓発に関する企画の立

案と推進による社会的認知度の向上を目的として 2010年 3月に開設、以来、継続的な委員会

開催を続け 2014年度には 2回の委員会を開催した。JABEE受審校対象校の拡大に資するデー

タ収集、産業諮問評議会の開催ならびに JABEE-日工教共催ワークショップを推進など、外部

関係先への積極的な活動に広報・啓発委員会として必要な協力活動を行った。 

  

(1) 平常広報活動 

①  認定校からの認定ロゴ申請対応 

認定ロゴは 2014年度末で累計 222件の申請であるが、内 2014年度は 10件の申請が

あった。2013年度（43件）に対し、申請件数は減少した。用途はホームページ、パ

ンフレットの他、修了証、名刺等への使用が主体である。 

 

②  メールニュース「JABEE NEWS」配信 

 従来の「JABEE NEWS」や「JABEE事務局ニュース」に替えて配信を開始したメールニ

ュース「JABEE NEWS」を、2014年度は 11回配信した。現在、約 750件の配信を行って

いる。 

 

(2) 戦略広報活動 

①   JABEEの受審校対象校の拡大に資するデータ収集 

2013 年度に全国学校データを購入し、また全国大学一覧のホームページを参考に、

全大学の学部・学科・コースから JABEE の認定対象として可能性のあるデータを抽

出して各分野の協力を得て、JABEE 認定プログラム、未認定プログラムに分けて、

連絡先、メールアドレス等の調査を推進したが、教育機関のホームページに連絡先
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が明記されていないケース等が多く、作業がはかどらなかった。今後の進め方につ

いては再検討が必要である。 

 

②  JABEE-日工教共催ワークショップ推進 

2012 年度より実施した、『国際的に通用する技術者教育ワークショップシリーズ』

の一環として、2014年度は第 4回『反転授業に関するワークショップ 主体的学習

の促進と自己学習時間の確保』ならびに第 5 回『学習・教育到達目標（アウトカム

ズ）の達成度の評価』を開催し、各回とも 55～70名の参加者があった。このワーク

ショップはグループ単位で討議を進めて理解を深めていただき、各グループの発表

の後に講師、ファシリテーターからの適切なコメントとアドバイスがあり、好評で

あった。このワークショップは今後もテーマを変えながら開催を予定している。 

 

③  「技術士への道」の改訂 

「技術士への道」の内容について、2014 年度第二次試験合格者数を加えて改訂し、

JABEEウェブサイトに公開して JABEE修了生の技術士へのチャレンジ促進を図った。 

 

 

以上 
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2014年度国際委員会経過報告書 

 

2015年 5月 26日 

国際委員会委員長 本城勇介 

1．委員構成と会議開催状況 

 

委員構成 （/は任期終了、辞任または途中委嘱） 

[委員長] 本城勇介 

[委員]  山本誠、杉山俊幸、藤井俊二、古屋一仁、玉井哲雄、橋本義平、猪股宏、 

[アドバイザー] 大橋秀雄、大中逸雄 

[事務局] 青島泰之、高橋明子 

 

会議開催 4回 

＊ アドバイザー含む 

 

2．委員会経過 

 

3回の委員会を開催し、下記の事項について審議・報告および意見交換を行った。 

 

1） ワシントン協定加盟団体としての責務 

・ 2014年 6月 9-13日、ウェリントンで開催された IEA中間会議に副会長以下 5名が参加

した。 

・ 国外認定の協定下での実質的同等性の承認について昨年の総会に引き続き審議された。 

・ 2013 年に審査員要請を受けたシンガポール技術士会への JABEE からの審査員は審査長

に任命された。 

 

2） アジア地域における国際協力の推進 

・ NABEEA（Network of Accreditation Bodies for Engineering Education in Asia）の

第 7回総会および第 11回理事会が IEA総会の期間中の 2014年 6月 10日ウェリントン

にて開催された。JABEEからは副会長以下 5名が出席した。 

・ インドネシア政府が、インドネシアに技術者教育認定機構を設立する為の支援を日本

政府に要請した。これを受け JICA から JABEE に対し協力要請があった。JABEE での窓

回 月日 時間 場所 出席委員数 ＊ 

第 45回 2014.04.23 (水) 13:30-15:30 建築会館 5 

第 46回 2014.08.01 (金) 13:30-15:30 建築会館 7 

第 47回 2015.01.23 (金) 15:00-17:00 建築会館 7 
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口は国際委員会が担当することとなっている。2013年 11月より当該プロジェクトのた

めの準備段階として一年間の長期専門家としてインドネシアに派遣されていた専務理

事のサポートおよび設立準備の手伝いをした。5 年間の JICA 技術協力プロジェクトを

受諾し 2014年 11月から当該プロジェクトがスタートした。 

以上 
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2014年度認定・審査調整委員会経過報告書 

2015年 5月 26日 

認定・審査調整委員会委員長 佐藤 之彦 

１．委員構成と会議開催状況 

 

〈委員構成〉（敬称略） 

［委員長］  佐藤之彦 

［副委員長］ 増田陳紀 

［委員］ 山際和明 山田貴博 長坂徹也 丸井敦尚 佐渡一広 長尾雅行  

 江龍 修 中出文平 藤崎浩幸 廣瀬壮一 片木 篤 鈴木康夫 渡邉一衛 

酒井正博 大久保達弘 松郷誠一 三木哲也 牧野光則 岡田惠夫 高村岳樹 

荒居善雄 工藤一彦 本城勇介 

［事務局］ 青島泰之（第 88回から）鈴木雅行 石井英志 室田和正（第 88回～第 90回） 

羽豆順子 桑原美奈子 志澤英美 

〈開催状況〉 

回 月日 時間 場所 出席委員数 

第 85回 2014.04.23 (水) 13:30-16:00 建築会館 17 

第 86回 2014.05.28 (水) 15:00-17:40 東京機械本社ビル 21 

第 87回 2014.10.10 (金) 15:00-17:40 東京機械本社ビル 20 

第 88回 2014.12.16 (火) 15:00-17:40 東京機械本社ビル 18 

第 89回 
2015.02.07 

2015.02.08 

(土) 

(日) 

10:00-20:00 

10:00-17:00 
建築会館 

24 

22 

第 90回 2015.02.21 (土) 10:00-18:50 建築会館 22 

 

２．部会、ワーキンググループ 

（１）審査員研修部会 

［主査］ 増田陳紀 

［委員]  佐藤之彦 小泉淳一 吉澤康文 鈴木英之 鈴木康夫 梶原正憲 前田寿朗 

〈開催状況〉 

回 月日 時間 場所 出席委員数 

2014年度第 1回 2014.04.08 (火) 15:00-17:00 建築会館 6 

2014年度第 2回 2014.05.13 (火) 15:00-17:20 建築会館 5 

2014年度第 3回 2014.06.24 (火) 15:00-17:30 建築会館 6 

2014年度第 4回 2014.09.22 (月) 10:00-11:50 建築会館 8 
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（２）変更通知対応ＷＧ 

［主査］佐藤之彦 

［委員］荒居善雄 増田陳紀 各分野推薦委員 

〈開催状況〉 

 案件に応じその都度メール審議で対応案を策定し、直近の認定・審査調整委員会に提案した。 

 

（３）アンケートＷＧ 

［主査］渡邉一衛 

［委員］長尾雅行 山際和明 

〈開催状況〉 

 2013年度自己評価書の「価値とインパクト評価」のとりまとめを担当した。 

 

３．活動経過のあらまし 

当委員会は、下記の通り技術者教育プログラムの認定審査を実施し、あわせて審査に関わるガイ

ドラインの策定、審査の質向上施策の策定等を実施した。なお、審査取り進め経緯を、別紙の「2014

年度 JABEE認定・審査の経緯」に示した。 

（１）認定申請を受けたプログラムの受理審議を行い、新規審査、認定継続審査、中間審査、変

更時審査について、各分野への審査委託プログラムを決定した。 

（２）審査担当分野から推薦された審査員の確認を行い、審査チームを編成した。 

（３）同一校複数プログラムの一斉審査方式による初めての審査を 3 教育機関で実施した。それ

らの審査団を取りまとめる審査団長および審査団長付のオブザーバーを選任し派遣した。 

（４）同一校複数プログラムの同日審査を 10教育機関で実施した。その中の特にプログラム数の

多い 1校については、審査長代表への助言、サポートを行うために 1名の同日審査メンターを

派遣した。 

（５）審査員に対して認定基準や審査実施の手順と方法等の徹底をはかるために毎年実施してい

る審査員研修会について、本年度は審査件数が多いことから１泊研修会を 2回、日帰り研修会

を 2回開催し、計 275名（前年度は 88名）が参加した。 

（６）審査の過程で発生した検討事項について審議、調整を行った。 

（７）各分野から提出された分野別審査報告書に基づき審査結果の調整を行い、最終審査報告書

を取りまとめて認定可否案とともに認定会議に提出した。 

（８）初めて予備審査の申請があり、予備審査委員会を構成して審査チームの選任、審査結果の

調整審議を実施した。予備審査委員会から提出された予備審査報告書Ⅱに基づき審査結果の調

整を行い、最終予備審査報告書を取りまとめて暫定認定可否案とともに認定会議に提出した。 
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（９）本年度も、2013年度から適用を開始した認定可否の決定時期を早めたスケジュールにより

審査を実施し、プログラム数が多い場合でも実施に大きな問題がないことを確認した。その結

果、認定可否の内定通知を 2 月下旬に各受審プログラムに送付し、認定されたプログラムを 3 

月上旬に JABEE のウェブサイトで公表した。 

（10）認定プログラムから提出された変更通知について、「変更通知対応ＷＧ」が作成した対応案

に基づいて審議を行い、対応を決定した。その結果、変更時審査を要するプログラムはなかっ

たが、30審査チームに変更通知内容に関連する確認・調査を依頼した。 

（11）認定・審査の改善のため、例年通り、前年度の受審プログラムの関係者および本年度の審

査員全員にアンケートを実施し、課題の把握を行った。受審プログラムにはアンケート結果を

報告することとし、記述回答に示された疑問や問題提起については当委員会の責任で回答を付

すことにした。また、審査員へのアンケート結果は審査員推薦の参考になるよう、それぞれの

審査員を派遣した審査チーム派遣機関に送付した。 

（12）分野学協会主催の合計 8件の審査講習会の開催計画について審議し、全てを承認した。
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２０１４年度 ＪＡＢＥＥ認定・審査の経緯 

 

審   議  審   査 

２０１４ 

３月３１日        受審校申請締切 

４月２３日 第８５回認定･審査調整委員会 

・ 2013年度審査結果の報告 

・ 同一教育機関複数プログラムの 

審査の進め方、代表分野決定 

・ 一斉審査の進め方、審査団長決定 

 

５月２８日 第８６回認定･審査調整委員会 

・ 申請受理の審議決定 

・ 審査チーム編成審議決定 

・ 2014年度調整審議スケジュール決定 

 

７月４日        自己点検書提出締切 

 

７月５～６日 審査員研修会（第１回）１泊研修 

７月１２日 審査員研修会（第２回）日帰り研修 

７月２６日 審査員研修会（第３回）日帰り研修 

８月１６～１７日 審査員研修会（第４回）１泊研修 

 

９月～１１月        実地審査 

 

１０月１０日 第８７回認定･審査調整委員会 

・ 審査進捗に伴う案件のフォロー 

 

１２月         一次審査報告書提出（実地審査後２Ｗ以内） 

異議申立、改善報告書（実地審査後４Ｗ以内） 

二次審査報告書提出（実地審査後６Ｗ以内） 

 

１２月１６日  第８８回認定･審査調整委員会 

・ 分野別審査委員会に向けての確認 

・ 2014年度調整審議、認定会議の確認 

・ 2015年度審査年間スケジュール概略確定 

別紙 
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２０１５ 

１月３１日        分野別審査報告書を JABEE へ提出 

 

２月７～８日 第８９回認定・審査調整委員会   認定審査調整 

・ 各分野審査結果の報告と問題点の把握、調整 

（新規・中間・認定継続・変更時各審査結果） 

・ 複数プログラム審査校の分野間の調整 

・ 予備審査結果の報告と調整 

 

２月２１日  第９０回認定・審査調整委員会   認定審査調整 

・ 判定の考え方に関する共通認識の確認 

・ 前回検討課題の修正案確認 

・ 認定会議提出用最終審査報告書作成検討 

・ 認定可否・有効期間案作成、中間審査の審査項目と３Ｖ／３Ｒ 

・ サマリーレポート案への意見 

 

２月２８日   ２０１４年度認定会議 

以上 
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2014 年度基準委員会、基準総合調整委員会経過報告書 
 

                              2015 年 5 月 26 日 

基準委員会委員長 牧野光則 

 

１．委員構成と会議開催状況 

基準委員会構成（敬称略） 

委員長  牧野光則 

委 員 若井明彦  梶原正憲 筧 捷彦  古谷誠章 

中別府 修（第 38 回より） 松岡 浩（第 38 回より） 

 

基準総合調整委員会構成（敬称略） 

委員長  牧野光則 

委 員 若井明彦  梶原正憲  筧捷彦  古谷誠章  中別府 修 松岡 浩 

山際和明 志澤一之  神保 至  徳永朋祥  垂水浩幸  塙 雅典 

古関隆章 轟 朝幸 平松 研 小山裕徳 葛生 伸 辻村泰寛 

良永知義  古谷勝則 中山 亨 古屋一仁  佐々木寿朗 

アドバイザー 大中逸雄 落合英俊 

 

事務局 青島泰之（第 41 回基準委から）久保田民雄（第 37 回基準委まで） 

鈴木雅行 石井英志 室田和正（第 41 回基準委から） 羽豆順子  

 

開催状況 

委員会 月 日 時 間 場 所 出席委員数 

第 38 回基準委員会 2014.05.09 (金) 14：00-16：00 建築会館 6 

第 39 回基準委員会 2014.08.06 (水) 13：30-16：15 建築会館 4 

第 40 回基準委員会 2014.10.02 (木) 14：00-16：30 建築会館 6 

第 41 回基準委員会 2014.11.18 (火) 14：00-16：40 建築会館 4 

第 42 回基準委員会 2015.01.21 (水) 10：00-12：00 建築会館 5 

 

２．活動経過のあらまし 

基準委員会は、技術者教育プログラムの認定審査に関わる主に下記（１）～（３）

の項目について審議し、基準、ルールおよびそれらの解説の策定のほか、基準、ルー

ル等に関する判断・解釈の提示を行った。なお、基準総合調整委員会の会議は実施し

なかった。 

 

（１）認定審査用の基準関連文書整備 

2014 年度審査に関する公開文書の整備、研修会資料作成への協力を行った。また

2014 年度の認定審査実施結果に基づき、必要な修正を行って、2015 年度審査に適用

する関係文書の整備と公開を行った。 
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（２）基準、ルール等についての解説、判断 

認定・審査調整委員会、認定事業委員会、その他からの要請に基づいて、プログラ

ムの審査に関する考え方の統一を図るために基準委員会としての見解をまとめ、必

要な場合は文書として公開したほか、基準関係文書へも反映させた。 

 

（３）海外認定、JICA 技術支援プロジェクト対応 

インドネシアの認定団体（IABEE）設立を支援する JICA 技術支援プロジェクト及び

2014 年度に実施したインドネシアの大学のプログラムの認定審査のために、審査関

連文書の英訳版の確認、IABEE 認定基準作成の支援及び IABEE 関係者に対する日本で

の研修を実施した。 

 

           以上 
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2014 年度専門職大学院認証評価委員会経過報告書 

 

2015 年 5 月 26 日 

専門職大学院認証評価委員会委員長 阿草清滋 

 

 

１．委員構成と会議開催状況 

委員構成   

［委 員 長］ 阿草清滋 

［副委員長] 筧 捷彦 

［委 員］ 掛下哲郎 川田誠一 小佐古敏荘 黒澤兵夫 山内 勉 林 克己 

       工藤一彦 堀 修 

［ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ］ 長島 昭 斎藤 潔 

［事 務 局］ 青島泰之 久保田民雄 石村和男 

 

会議開催状況 

回 月 日 時 間 場 所 出席委員数 

第 10 回 2014. 6.5(木) 13:00－15:00 建築会館 7 

第 11 回 2014.11.26(水) 10:00－12:00 建築会館 9 

 

 

２．活動経過のあらまし 

(1)委員会並びに委員、作業スケジュールの決定 

 2014 年 6 月の第 10 回認証評価委員会の審議結果に基づき、認証評価委員会、基

準専門委員会の委員ならびに評価チーム評価員を確定し、2014 年度の認証評価スケ

ジュール等について決定した。 

 

(2)申請受理と評価員研修会 

4 月末に原子力分野ならびに情報技術分野の各 1 専攻から認証評価の申請があり、

申請受理の後、6 月末に自己評価書を受領した。その後、関連機関の協力を得て今

年度の評価チームを編成し、申請専攻の合意を得て評価員を決定し、評価作業に着

手した。また 6 月に評価チーム評価員に対し、評価実務に関する研修会を実施した。 

 

(3)実地調査と認証評価報告書(案)の作成 

申請専攻に対し、8 月に追加資料を要求し、書面調査の後、9 月下旬に書面確認書

を作成して、送付した。10 月に両専攻への評価チームによる実地調査を行い、評価

チーム報告書を作成し、その後、第 11 回認証評価委員会における審議を踏まえて、

認証評価報告書（案）を作成し、12 月上旬に認証評価報告書（案）を申請専攻へ送

付した。その後、1 専攻より意見申立書が提出され、認証評価委員会として意見申

立に対する回答を作成し、申請専攻へ送付した。また、認証評価報告書（案）を理
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事会へ提出した。 

 

(4)認証評価結果の決定と公表 

2015 年 1 月 28 日の通常理事会において認証評価報告書を決定した。その結果、

両専攻とも JABEE の定める産業技術系専門職大学院基準に適合していると評価され

た。3 月 26 日に認証評価結果を文部科学大臣へ報告し、その後 JABEE ホームページ

に公表した。併せて申請専攻へ結果を通知し、適格認定証を交付した。 

 

 

          以上 
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2014 年度審査事務連絡会経過報告書 
 

2015 年 5月 26日 

JABEE事務局 

 

１．委員構成と会議開催状況 

《委員構成》（敬称略） ［／期中交替］ 

［委  員］老田尚久 野口明生 鈴木信邦 岡部 進 下間芳樹 

  荒井 暁／山梨樹里 永井 宏 中島敬介 花塚賀央 築野俊雄 

 大野智洋 野秋 毅 山口佳和 黒住圭子 長坂 壽 島 康文 

［事務局］ 久保田民雄 鈴木雅行 石井英志 室田和正 羽豆順子 

 桑原美奈子 志澤英美 

 

《開催状況》 

回 月日 時間 場所 出席委員数 

第 17 回 2014.08.21 (木) 10:00-12:00 建築会館 13 

第 18 回 2015.03.24 (火) 10:00-12:30 建築会館 17 

 

２．活動経過概要 

認定・審査調整委員会の下部組織として、審査チーム派遣機関と JABEE 事務局が認定審

査の実施に関わる情報を共有化するとともに、審査チーム派遣機関の意見、要望、提案を

認定・審査調整委員会にフィードバックする目的に沿って活動を実施した。 

2014年度は新たに実施する一斉審査方式及び予備審査の説明、審査上の変更点や注意事

項の確認、審査チームの編成に関する確認、審査員研修会の実施に関する説明、審査報告

書の作成に関する確認、審査スケジュールの確認等、審査の実施に関する諸事項の周知を

行った。また、審査チーム派遣機関からの問題指摘や改善提案への対応の協議等を行い、

必要な事項を認定・審査調整委員会や基準委員会にフィードバックした。 

2014年度は特に分野が主催する審査講習会の開催要件について、審査員研修部会で作成

した見直し案に対する意見、審査資料の長期保管方法に関する意見、一斉審査方式による

実地審査の事務処理に関する意見交換を行い、所掌委員会にフィードバックした。 

 

以上 
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  賛助会員名簿

ＪＦＥスチール株式会社

味の素株式会社

アルプス電気株式会社

株式会社 ＩＨＩ

花 王 株式会社

鹿島建設株式会社

サンスイコンサルタント株式会社

新日鐵住金株式会社

住友化学株式会社

全国農村振興技術連盟

株式会社竹中工務店

株式会社 東 芝

ＮＴＣコンサルタンツ株式会社

日本電気株式会社

株式会社日立製作所

富士通株式会社

パナソニック株式会社

三井化学株式会社

三菱化学株式会社

三菱ガス化学株式会社

東洋建設株式会社

株式会社ニュージェック

清水建設株式会社

大成建設株式会社

日本工営株式会社

2015年4月1日現在
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一般社団法人日本技術者教育認定機構
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